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競争法の法案は、公平な競争の機会を作ることを目的と

している 
 競争法の法案（「本法案」）は、取引の制限をもたらすような取引や企業結合を禁止し、ミャン競争法の法案（「本法案」）は、取引の制限をもたらすような取引や企業結合を禁止し、ミャン競争法の法案（「本法案」）は、取引の制限をもたらすような取引や企業結合を禁止し、ミャン競争法の法案（「本法案」）は、取引の制限をもたらすような取引や企業結合を禁止し、ミャンマーの消費者の利益のため、自由な競争を守る独立した競争法委員会を設立するマーの消費者の利益のため、自由な競争を守る独立した競争法委員会を設立するマーの消費者の利益のため、自由な競争を守る独立した競争法委員会を設立するマーの消費者の利益のため、自由な競争を守る独立した競争法委員会を設立する 

 本法案は、５月１１日、国営新聞紙 New Light of Myanmarを通じて、パブリックコメント募集のために公表された。本法案は、公務員と非公務員専門家からなる独立した競争法委員会を創設し、ミャンマー国内での商取引における自由競争を保護することを目標としている。競争法委員会は、取引の制限をもたらすおそれのある行為を調査し、競争法に反すると証明された場合には罰金と罰則を課す権限を有する。具体的には、本法案は、(a)潜在的な独占行為を抑止し、(b)不公正な競争行為を禁止し、
(c)事業者間の企業結合を規律するための規制を設けている。 潜在的な独占行為の抑止潜在的な独占行為の抑止潜在的な独占行為の抑止潜在的な独占行為の抑止 本法案は、価格拘束や、略奪的価格設定といった、いわゆる独占行為を禁止している。くわえて、本法案は、他の事業体の資産や株式を取得する者に対して、競争法委員会の承認を得る事を求めている。 不正競争行為の禁止不正競争行為の禁止不正競争行為の禁止不正競争行為の禁止 本法案は、特に反競争的であると考えられる行為の禁止を求めている。これらの行為には、他の事業の秘密情報の開示、他の事業の風評の毀損、ダンピング、市場における優越的地位の濫用が含まれる。本法案は禁止される行為につき詳細に定めているが、これにくわえて、競争法委員会が適宜禁止行為を定める事ができるとしている。 事業者間の企業結合の規制事業者間の企業結合の規制事業者間の企業結合の規制事業者間の企業結合の規制 本法案は、競争法委員会に対して、合併、合弁、業務提携その他の企業結合を承認する権利を付与している。 

 

ミャンマー投資委員会が再編された エネルギー省大臣のエネルギー省大臣のエネルギー省大臣のエネルギー省大臣の U Zeyar Aung氏が、委員長に選任された氏が、委員長に選任された氏が、委員長に選任された氏が、委員長に選任された 通知により、ミャンマー投資委員会(「MIC」)の委員長を財務省大臣の U Win Shein氏からエネルギー省大臣の U Zeyar Aung氏に変更することを含めた再編がなされた。また、MICの人数が、１１人から１３人に増員された。 
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 再編された再編された再編された再編された MICのメンバーのメンバーのメンバーのメンバー 

No. 名前名前名前名前 役職役職役職役職 MICにおける役職における役職における役職における役職 

1 U Zeyar Aung Union Minister of Energy Chairman 

2 U Htay Aung Union Minister of Hotels and Tourism Vice-Chairman (新しく創設された役職) 

3 U Win Htun Union Minister of Environmental Conservation and 

Forestry 

Member 

4 Dr. Htun Shin Union Attorney General Member 

5 Dr. Maung Maung 

Thein 

Deputy Minister of Finance Member (New) 

6 Daw Lei Lei Thein Deputy Minister of National Planning and 

Economic Development 

Member (New) 

7 U Win Khine Chairman of Myanmar Engineers Association Member 

8 Thura U Thaung 

Lwin 

Retired Deputy Minister Member 

9 Dr. Aung Tun Thet Economist Member 

10 U Nyunt Tin Retired Ambassador Member 

11 Daw Khine Khine 

Nwe 

Entrepreneur Member 

12 U Aung Naing Oo Director General of Directorate of Investment and 

Company Administration 

Secretary 

13 Daw Mya Thu Zar Retired Deputy Director General of Directorate of 

Investment and Company Administration 

Joint-Secretary 

 
 


